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ABSTRACT 
NISTEP expert survey on Japanese S&T and innovations system (NISTEP TEITEN survey) aims to 
track the status of S&T and innovation system in Japan through the survey to Japanese experts and 
researchers in universities, public research institutions, and private firms. It asks for respondents’ 
recognitions on the status of the S&T and innovation system, such as diversity in basic research, in Japan 
and usability of research funds, which is usually difficult to measure through the R&D statistics. 
The NISTEP TEITEN survey is a panel survey which will be conducted annually in the duration of the 
fourth S&T basic plan (FY2011 – 2015). The 2013 NISTEP TEITEN survey is the third round. It was 
conducted from September 24, 2013 to December 24, 2013. The same questionnaire was sent to the same 
respondents who were selected in the first round. 
Individual responses to 2012 NISTEP TEITEN survey were fed back to respondents in 2013 NISTEP 
TEITEN survey.  Respondents were asked to provide comments about why he/she changed their 
evaluation from the previous survey or comments about supplemental information about their evaluation. 
Additional detailed survey was conducted for the following three issues; 1) the changes of the number of 
young scholars by employment status; 2) the status of independence of young and mid-career 
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る NISTEP定点調査 2013は、第 4期科学技術基本計画期間中の 2011～15年度の 5年間にわたって実施す
る調査の第 3 回目となる。NISTEP 定点調査 2013 は 2013年 9 月 24 日～12 月 24 日に実施した。 
NISTEP定点調査 2013では、回答者に前年度の本人の回答結果を示し、前年度と異なる回答をした質問に
ついては回答の変更理由を、前年度と同じ回答であっても補足などがある場合には意見等の記入を依頼した。
また、NISTEP 定点調査 2013 では、NISTEP 定点調査 2012 で得られた状況を更に深掘するために、「①若手
研究者の数の雇用形態別の状況」、「②若手・中堅研究者の独立の状況」及び「③我が国の大学の研究成果
を経済的・社会的価値につなげていく上で障害となっていること」の 3 点について深掘調査を実施した。 
 
 
2  NISTEP 定点調査の概要 
2-1  回答者属性 
本調査の調査対象者は、大学・公的研究機関グループ(約 1,000 名)とイノベーション俯瞰グループ(約 500
名)からなる。前者は大学・公的研究機関の長や教員・研究者から構成され、後者は産業界等の有識者や研究
開発とイノベーションの橋渡しを行っている方などから構成されている。 
概要図表 1 に各回答者グループの回答率を示す。全送付数 1,473 件に対して、1,242 件の回答が寄せら
れた。全体では 84.3％と NISTEP定点調査 2012に引き続き、非常に高い回答率となった。回答者グループ別
の回答率は、大学・公的研究機関グループで 87.4％、イノベーション俯瞰グループで 78.5％である。 
概要図表 2に各回答者グループにおけるセクターごとの回答者数を示す。大学・公的研究機関グループの
回答者セクターは、大学または公的研究機関のみである。イノベーション俯瞰グループの回答者は各セクター
から構成されているが、民間企業等回答者が 70％を占めている。なお、NISTEP 定点調査 2011 から NISTEP
定点調査 2013 にかけて、回答者属性の分布に大きな変化はないことを確認している。 
大学回答者については、論文シェアによる大学グループ別、大学部局分野別、年齢別の集計が可能となる
ように調査対象者の選定を行った。大学のグループ分けには、「日本の大学に関するシステム分析」(NISTEP 
Report No. 122、2009 年 3 月、科学技術政策研究所)の結果を用いた。具体的には、日本国内の論文シェア
(2005 年～2007 年)が 5％以上の大学は第 1 グループ、1％以上～5％未満の大学は第 2 グループ、0.5％以
上～1％未満の大学は第 3グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学は第 4グループとした。第 1グループお
よび第 2グループは全ての大学、第 3グループおよび第 4グループについては無作為抽出を行った大学に調
査の協力依頼を行った。公的研究機関については、研究開発力強化法に示されている研究開発法人から、
専ら資金配分を行っている法人を除いた 27 法人を調査対象候補とし、調査の協力依頼を行った。 
調査への協力が得られた大学および公的研究機関のリストを概要図表 3 と概要図表 4 に示す。各大学グ





概要図表 1 各グループの回答率 
 
概要図表 2 回答者グループごとのセクター別回答者数 
 
 
概要図表 3 調査への協力が得られた大学のリスト(大学・公的研究機関グループ) 
 





















































概要図表 4 調査への協力が得られた公的研究機関のリスト(大学・公的研究機関グループ) 
 
概要図表 5 大学グループと大学部局分野のクロス集計(回答者数) 
  
概要図表 6 大学グループと国公私立分類のクロス集計(回答者数) 
 
〈参考〉 









(出典) 第 3 期科学技術基本計画(http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/honbun.pdf) 















大学グループ 理学 工学 農学 保健 全体
第1グループ 39 46 11 35 131
第2グループ 41 87 28 66 222
第3グループ 18 43 24 54 139
第4グループ 7 64 19 70 160
全体 105 240 82 225 652
大学部局分野
大学グループ 国立 公立 私立 全体
第1グループ 136 0 0 136
第2グループ 206 0 33 239
第3グループ 111 24 19 154
第4グループ 52 34 110 196




2-2  調査票の構成と指数の解釈 






済的・社会的価値につなげていく上で障害となっていること」の 3 点について深掘調査を実施した。 
本報告書では、6点尺度質問の結果を 0～10ポイントの値に変換した指数値を用いて議論を行う。指数の解
釈の仕方を概要図表 8 に示す。指数の解釈にあたっての考え方を第 2 部の調査方法に示した。 









































































































概要図表 8 指数の解釈 
 
注: 指数値の四捨五入処理のため、マークと指数値が一致しない場合がある。例えば、指数値が 5.46の場合、報告書中の指数値は 5.5と書かれているが、














NISTEP 定点調査の質問項目を 1)研究人材、2)研究環境、3)産学官連携、4)基礎研究の 4 つに分類する。
それぞれの分類に含まれている質問の数を質問中分類ごとに概要図表 9 の下段に示している。 
それぞれの科学技術状況サブ指数は、NISTEP 定点調査の質問から得られた指数の平均値で計算する。
例えば、研究人材状況指数は、NISTEP定点調査における研究人材についての 14の質問の指数の平均値か
ら得られる。科学技術状況サブ指数の最小値は 0、最大値は 10 となる。 
② 科学技術状況指数の算出 
科学技術状況サブ指数を足し合わせたものを、科学技術状況指数とした。科学技術状況指数の最小値は 0、
最大値は 40 となる。 
 
2-4  イノベーション政策状況指数 
我が国のイノベーション政策についての回答者の認識の変化を総合的にあらわす指数として、イノベーショ
ン政策状況指数を導入した。指数の体系を概要図表 9 に示す。 
イノベーション政策状況指数は、NISTEP 定点調査の質問の中で、重要課題の達成に向けた推進体制構築
の状況についての 5 つの質問、科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築の状況についての 6
つの質問をあわせた、合計 11 の質問の指数の平均値から得られる。イノベーション政策状況指数の最小値は






























































3  NISTEP 定点調査 2013 のポイント 
3-1  NISTEP 定点調査 2011 から大きな指数の変化がみられる質問 


































































































































































3-2  科学技術状況指数にみる大学および公的研究機関の全体的な状況 
科学技術の状況を総合的にあらわす科学技術状況指数の NISTEP 定点調査 2011 からの変化(概要図表 




大学グループ別の第 2 グループでは科学技術状況指数が 0.3 ポイント減少している。他方、第 3 グループ
については科学技術状況指数が上昇しており、NISTEP定点調査 2013では両者の順序が入れ替わった。第 3
グループについては、産学官連携の状況が良くなっているとの認識が増えている。 
概要図表 12 科学技術状況指数 
 
概要図表 13 科学技術状況指数の変化 
 







































































































3-3  大学や公的研究機関における研究人材の状況 
 
研究人材状況指数に注目すると、公的研究機関では不充分との認識、大学についてはいずれの大学グル
ープにおいても不充分との強い認識が示されている。NISTEP 定点調査 2011 では、第 1 グループと第 2 グル
ープの研究人材状況指数はほぼ同じ値であり、それに第 3 グループ、第 4 グループが続いていた。2011～13
年度にかけて、第 1 グループおよび第 2 グループにおいて研究人材状況指数が低下傾向にある。結果として、
NISTEP定点調査 2013 では大学グループ間の差は縮まる傾向にある。 














































概要図表 15 各質問の指数の変化(2011 年度と 2013 年度の差)[研究人材] 
 
注 1： ここでは若手研究者として、学生を除く 39 歳くらいまでのポストドクター、助教、准教授などを想定している。 
注 2： セルの色の濃さは指数の変化の大きさに対応している。 
第1G 第2G 第3G 第4G
公的研
究機関
Q1-01 若手研究者数の状況 -0.24 -0.03 0.01 0.19 0.09




-0.15 0.00 -0.08 -0.07 -0.04












0.05 0.02 0.16 0.00 0.02
Q1-10 女性研究者数の状況 -0.35 0.01 0.00 0.08 -0.06




-0.10 0.05 0.14 0.29 0.07
Q1-13 外国人研究者数の状況 -0.06 0.14 0.05 0.11 0.17




-0.31 -0.38 -0.22 0.01 -0.25
























概要図表 16 2005 年頃と比べた若手研究者数の変化についての認識 
 
注 1： 1 から 5 の 5 点尺度で質問を行い、「1（大変減っている）」→-10 ポイント、「2(減っている）」→-5 ポイント、「3(変化なし)」→0 ポイント、「4(増えている)」
→5 ポイント、「5(大変増えている)」→10 ポイントとして指数の計算を行った。例えば全ての回答者が「2(減っている)」を選択すると指数は-5 となる。 
                                              
1 ここでは若手研究者として、学生を除く 39歳くらいまでのポストドクター、助教、准教授などを考えている。 






















ーマ設定に課題があるとの認識が高く、第 3 グループや第 4グループでは、研究資金や研究環境に課題があ
るとの認識が高いといえる。ミッションを明確に持つ公的研究機関と大学グループ別の第 1 グループにおいて、
研究テーマ設定についての回答傾向が非常に似通っている点が特徴である。 
概要図表 17 若手・中堅研究者が独立した研究を実施する際に障害となること[大学グループ別、公的研究機関] 
 
注 1： ①～⑬の選択肢から 1位～3位を選ぶ質問。1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化し
た。全回答者が必要性を 1位と評価する障害度は 10ポイントとなる。セル内の数値は障害度を示している。赤色で示されたセルは、各属性において、
障害度が上位 5 に入る選択肢を示している。 
第1Ｇ 第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ 公的研究機関
① 研究室(講座あるいは上司)の方針のため、研究テーマを自由に設定できない。 1.8 1.7 1.6 1.5 1.7
② 大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研究テーマを自由に設定できない。 2.5 1.6 0.9 0.6 2.7




3.6 3.1 3.1 2.6 3.6
















1.5 2.0 1.9 1.8 2.0












0.2 0.3 0.3 0.3 0.7
⑫ 特にない 0.4 0.4 0.3 0.7 0.4










が最も高いのは第 1 グループであり、これに第 4 グループが続く。第 2 グループと第 3 グループは、同程度の
研究環境状況指数であるが、第 4 グループとは差がついている。公的研究機関の研究環境状況指数は、
NISTEP定点調査 2011 では第 1 グループとほぼ同じであったが、低下傾向が見られる。 
 



























































-0.59 -0.19 -0.08 -0.20 -0.51




0.08 0.19 0.26 0.14 -0.08












-0.19 -0.16 -0.13 -0.40 -0.19
Q2-17 競争的研究資金にかかわる間接経費は、充分に確保されているか -0.13 -0.31 -0.27 -0.38 -0.43












3-7  産学官連携についての状況 
 
産学官連携状況指数を大学グループ間で比較すると、NISTEP定点調査 2013の段階で産学官連携状況指
数が最も高いのは第 3グループであり、これに第 1グループが続く。第 1グループと第 3グループの産学官連
携状況指数は、2011年度はほぼ同じであったが、第 3グループの指数が上昇傾向であり、2013年度では第 3
グループの方が高くなっている。公的研究機関の産学官連携状況指数は第 3 グループよりわずかに高い。大




NISTEP定点調査 2011 と比べて、イノベーション俯瞰グループの産学官連携状況指数は上昇傾向にある。 
 





ーズに即した研究への取組(Q2-10)については、NISTEP 定点調査 2011 と比べて指数が 0.3 以上増加してい










































概要図表 21 各質問の指数の変化(2011 年度と 2013 年度の差)[産学官連携] 
 
注： セルの色の濃さは指数の変化の大きさに対応している。 





Q2-01 民間企業に対する技術シーズの情報発信の状況 -0.14 -0.25 0.17 -0.05 -0.14 0.28
Q2-02 民間企業が持つニーズ（技術的課題等）への関心の状況 -0.18 -0.10 0.23 -0.12 -0.13 0.36
Q2-03 民間企業が持つニーズ（技術的課題等）の情報が得られているか 0.00 -0.16 0.17 0.19 -0.20 0.22












-0.11 -0.18 -0.01 -0.15 -0.17 0.03
Q2-08 研究開発から得られた知的財産の民間企業における活用状況 -0.22 -0.22 0.09 -0.31 -0.25 -0.02




0.26 -0.08 0.34 0.17 -0.10 0.12
Q2-13 産業界や社会が求める能力を有する研究開発人材の提供 0.04 0.06 -0.20 -0.11 -0.06 0.01









3-8  基礎研究の状況 
 
基礎研究状況指数に注目すると、大学や公的研究機関では不充分との認識、イノベーション俯瞰グループ
では不充分との強い認識が示されている。2011 年度時点では大学グループ別の第 1 グループの基礎研究状
況指数が最も高く、これに公的研究機関や第 2グループが続いていた。しかしながら、第 1グループの基礎研
究状況指数は、2012～13 年度にかけて急激に低下し、2013 年度は第 1 グループ、第 2 グループ、公的研究
機関の基礎研究状況指数が、ほぼ同じ値となっている。NISTEP 定点調査 2011 と比べると、公的研究機関の
指数も低下傾向である。 
 









































































































概要図表 24  我が国の大学の研究成果を産学連携や大学発ベンチャーなどを通じて、 
民間企業が生み出す経済的・社会的価値につなげていく上で障害となっていること 
 
注 1： 1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化した。全回答者が必要性を 1位と評価する障害









































































⑰ 特にない 0.2 0.2 0.1

















































概要図表 26 各質問の指数の変化(2011 年度と 2013 年度の差)[イノベーション政策] 
 
注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
























Q3-07 規制の導入や緩和、制度の充実や新設などの手段の活用状況 0.06 0.12




























2011～13 年度にかけての NISTEP 定点調査の結果をみると、「科研費における研究費の使いやすさ」、「我
が国が強みを持つ技術やシステムの海外展開」、「リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保」など個々の質
問レベルでは状況が改善されつつある。指数の上昇がみられる質問の多くにおいて、具体的な施策の名前が










ループであった。他方、第 1グループや第 2グループでは指数の上昇が、第 3グループと比べて小さい。大規












ろと比べて特に増えているとの認識や、改正労働契約法の施行(2013 年 4 月 1 日)にともない、任期付若手研








































ない」の障害度が上位 5 位以内に入っている。特に後者については、第 1 グループでは 2 位となっているが、
第 3グループでは 10位、第 4グループでは 12位であり、大学グループ間で状況が大きく異なることが分かる。
「スタートアップ資金が充分ではなく、独立した研究を実施することが難しい(機器、研究スペース、研究スタッフ
が確保できないなど)」は、第 4 グループにおいて 3 位、第 3 グループでは 5 位となっている。 
大学グループ間を比較すると、第 1 グループや第 2 グループでは、研究テーマ設定に課題があるとの認識



































NISTEP定点調査 2011 と比べて不充分との認識が高まっている。 
○ 基礎研究については、多様性および独創性が充分ではないとの認
識が、2012～13 年度にかけて高まった。 


















きない」が、上位 5 位以内に入っている。 
 












第1G 2011 2013 差
科学技術状況指数 15.9 15.4 -0.52
研究人材 3.4 3.3 -0.16
研究環境 4.3 4.3 -0.01
産学官連携 4.2 4.1 -0.10






第2G 2011 2013 差
科学技術状況指数 15.0 14.7 -0.35
研究人材 3.4 3.3 -0.09
研究環境 3.8 3.7 -0.07
産学官連携 4.0 3.9 -0.12





第3G 2011 2013 差
科学技術状況指数 14.7 14.9 0.18
研究人材 3.3 3.2 -0.03
研究環境 3.7 3.8 0.06
産学官連携 4.2 4.3 0.09































第4G 2011 2013 差
科学技術状況指数 14.8 14.7 -0.12
研究人材 3.1 3.2 0.04
研究環境 4.1 4.0 -0.12
産学官連携 4.0 4.0 -0.02
基礎研究 3.6 3.6 -0.02
公的研究機関 2011 2013 差
科学技術状況指数 16.3 15.8 -0.50
研究人材 3.6 3.5 -0.07
研究環境 4.3 4.2 -0.17
産学官連携 4.6 4.4 -0.16












































NISTEP Report No. 158 科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2013)データ集 
本報告書は 2 部から構成されている。まず、第 1 部において、NISTEP 定点調査から明らかになった日本の
科学技術やイノベーションの状況について述べる。また、調査の実施方法（調査の目的、実施体制、回答者選




































1  NISTEP 定点調査の概要 
 





る NISTEP定点調査 2013は、第 4期科学技術基本計画期間中の 2011～15年度の 5年間にわたって実施す




継続的に産学官の研究者や有識者の意識を把握することで、第 4 期科学技術基本計画（2011～15 年度）
の期間における、我が国における科学技術やイノベーションの状況の変化とその変化の理由を明らかにしてい
く。NISTEP 定点調査 2013 では、NISTEP 定点調査 2012 で得られた状況を更に深掘するために、「①若手研
究者の数の雇用形態別の状況」、「②若手・中堅研究者の独立の状況」及び「③我が国の大学の研究成果を
経済的・社会的価値につなげていく上で障害となっていること」の 3 点について深掘調査を実施した。 
 
1-2  調査対象者 
NISTEP 定点調査の調査対象者は図表 1-1 に示す 2 つの回答者グループから構成される。対象者の選定




授クラス、准教授クラス、助教クラス各 1 名の計 3 名を依頼した。 





















1-3  大学グループと大学部局分野 
大学回答者については、大学グループ別、大学部局分野別の集計が可能となるように調査対象者の選定




図表 1-2 論文シェアによる大学のグループ分け 
大学グループ 日本における論文シェア 大学数 調査対象候補
1 5％以上 4 全て
2 1～5％ 13 全て
3 0.5～1％ 27 15大学を抽出
4 0.05～0.5％ 135 50大学を抽出  
(出典) 文部科学省 科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 日本の大学に関するシステム分析 (2009 年 3 月) 
 

























































































































































































1-5  NISTEP 定点調査 2013 の実施状況 
図表 1-4に各回答者グループにおける回答率を示す。調査全体での送付数 1,473件に対して、1,242件の








第 4 グループ、第 3 グループ、第 1 グループがつづく。大学部局分野でみると、工学の回答者数が最も多く、
これに保健、理学、農学がつづく。 
 
図表 1-4 各グループの回答率 
 
図表 1-5 各回答者グループにおけるセクターごとの回答者数 
 


























大学グループ 理学 工学 農学 保健 全体
第1グループ 39 46 11 35 131
第2グループ 41 87 28 66 222
第3グループ 18 43 24 54 139
第4グループ 7 64 19 70 160




図表 1-7 大学グループと大学の国公私立分類とのクロス集計(回答者数) 
 
 
1-6  報告書中における指数の解釈の仕方 
1-6-1  指数の可視化方法 
以下では、6 点尺度質問の結果を 0～10 の指数値に変換した値を用いて議論を行う。指数値の計算方法と
解釈の仕方の詳細については、第 2 部の調査方法に示した。 
報告書中における指数の可視化方法および解釈の仕方を図表 1-8 に示す。また、各質問における結果の
表示方法を図表 1-9 に示す。 
NISTEP定点調査では多くの質問で、評価軸が「不充分～充分」や「消極的～積極的」のように左右対称で、
かつマイナスの評価が左側、プラスの評価が右側におかれている。これらの質問については、指数が 5.5 以上
の質問は「状況に問題はない」、指数が 4.5 以上～5.5 未満の質問は「ほぼ問題はない」、指数が 3.5 以上～
4.5 未満の質問は「不充分」、指数が 2.5 以上～3.5 未満の質問は「不充分との強い認識」、指数が 2.5 未満の
質問は「著しく不充分」と報告書中で表現している。評価軸が上記と異なる場合は、その都度解釈の方法を示
している。 
各属性における回答の変化を調べる際は、NISTEP定点調査 2011から NISTEP定点調査 2013にかけての
指数の変化を主に参照した。指数変化の絶対値が 0.3 以上の質問に注目した。 
図表 1-8 報告書中における指数の解釈 
 (a) 指数の絶対値 (b) NISTEP 定点調査 2011 からの指数の変化 
  
注: 指数値の四捨五入処理のため、マークと指数値が一致しない場合がある。例えば、指数値が 5.46の場合、報告書中の指数値は 5.5と書かれているが、
マークは「ほぼ問題ない」(指数 4.5 以上～5.5 未満)となる。 
 
 
大学グループ 国立 公立 私立 全体
第1グループ 136 0 0 136
第2グループ 206 0 33 239
第3グループ 111 24 19 154
第4グループ 52 34 110 196















図表 1-9 各質問の結果の可視化方法 
 
1-6-2  セクター別集計の集計区分の変更について 
NISTEP定点調査 2013では、セクター別集計の集計区分を変更している。NISTEP定点調査 2012までの集
計においては、セクター別集計として大学、公的研究機関、民間企業等の集計を示していたが、NISTEP 定点




ループの集計に含めた。これに伴い、セクター別集計の結果が NISTEP 定点調査 2011 まで遡って変更となっ
ている。 











理学 工学 農学 保健
Q1-1
若手研究者数の状況
-0.01 0.09 - -0.24 -0.03 0.01 0.19 0.04 -0.01 0.44 -0.20
2011 3.1 2.3 3.8 3.0 2.7 3.1 3.6 3.1 2.3 3.2
2012 3.0 2.4 3.6 2.9 2.7 3.2 3.6 3.0 2.5 3.0


























































NISTEP 定点調査の質問項目を 1)研究人材、2)研究環境、3)産学官連携、4)基礎研究の 4 つに分類する。
それぞれの科学技術状況サブ指数は、NISTEP定点調査の質問から得られた指数の平均値で計算する。例え
ば、研究人材状況指数は、NISTEP 定点調査における人材についての 14 の質問の指数の平均値から得られ











1-6-5  イノベーション政策状況指数 
我が国のイノベーション政策についての回答者の認識の変化を総合的にあらわす指数として、イノベーショ
ン政策状況指数を導入した(指数の体系については p. 6 参照)。 
イノベーション政策状況指数は、NISTEP 定点調査の質問の中で、重要課題の達成に向けた推進体制構築
の状況についての 5 つの質問、科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築の状況についての 6
つの質問をあわせた、合計 11 の質問の指数の平均値から得られる。イノベーション政策状況指数の最小値は
0、最大値は 10 となる。 
 
 38 
2  大学や公的研究機関における研究人材の状況 
 
2-1  全体状況 
研究人材状況指数に注目すると、公的研究機関では不充分との認識、大学についてはいずれの大学グル
ープにおいても不充分との強い認識が示されている。NISTEP 定点調査 2011 では、第 1 グループと第 2 グル
ープの研究人材状況指数はほぼ同じ値であり、それに第 3 グループ、第 4 グループが続いていた。2011～13
年度にかけて、第 1 グループおよび第 2 グループにおいて研究人材状況指数が低下傾向にある。結果として、
NISTEP定点調査 2013 では大学グループ間の差は縮まる傾向にある。 































2-2  若手人材の状況 
若手人材の状況についての質問は、1)若手研究者の状況、2)研究者を目指す若手人材の育成の状況の 2
つの質問中分類から構成されている。以下では質問中分類ごとに結果を紹介する。なお、ここでは若手研究
者として、学生を除く 39 歳くらいまでのポストドクター、助教、准教授などを想定している。 
 









2011 時点では、第 1 グループと比べて、第 2～4
グループにおいて相対的に不充分との認識が強
かった。しかしながら、2011～13 年度にかけて、第 1 グループにおいて指数が低下する傾向にあり、大学グル
ープ間の差は小さくなっている。大学部局分野別の理学と比べると他の分野において、不充分との認識が相






















理学 工学 農学 保健
Q1-1
若手研究者数の状況
-0.01 0.09 - -0.24 -0.03 0.01 0.19 0.04 -0.01 0.44 -0.20
2011 3.1 2.3 3.8 3.0 2.7 3.1 3.6 3.1 2.3 3.2
2012 3.0 2.4 3.6 2.9 2.7 3.2 3.6 3.0 2.5 3.0


































































-0.07 -0.13 - -0.17 -0.24 0.02 0.11 -0.06 -0.10 -0.09 -0.11
2011 3.6 3.8 3.5 3.9 3.7 3.4 4.0 4.0 3.5 3.0
2012 3.6 3.5 3.1 3.8 3.7 3.6 3.9 4.0 3.5 2.9



















力）の状況 -0.06 -0.04 - -0.15 0.00 -0.08 -0.07 -0.17 -0.10 -0.15 -0.07
2011 4.6 4.3 4.9 4.7 4.7 4.3 5.4 5.1 5.0 3.6
2012 4.6 4.4 4.7 4.8 4.6 4.2 5.2 5.1 4.9 3.5
























































注: 指数が 6.5 以上は「比率を上げるべきとの強い認識( )」、5.5以上～6.5未満は「比率を上げるべきとの認識( )」、4.5以上～5.5 未満は「両者






















-0.14 -0.19 - -0.29 0.03 -0.12 -0.23 -0.23 -0.06 -0.39 -0.08
2011 2.4 2.6 2.7 2.3 2.3 2.2 2.7 2.4 2.5 2.1
2012 2.3 2.6 2.6 2.3 2.3 2.1 2.7 2.4 2.2 2.1



















者の比率をどうすべきか -0.07 -0.23 - -0.15 0.09 -0.10 -0.21 -0.04 0.02 -0.18 -0.19
2011 7.4 7.8 7.4 7.3 7.5 7.4 7.3 7.5 7.8 7.2
2012 7.3 7.6 7.4 7.4 7.4 7.2 7.1 7.5 7.5 7.2






























































































































（出典） 文部科学省 学校教員統計に基づき科学技術・学術政策研究所において集計 
 
自由記述質問 


























た研究は大学で実践する意識の共有が必要。(大学, 第 4Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 自分の大学院生時代と比較して、現在では様々なキャリアパスを提案するセミナーなどの取組が多く行われている
のは良いことだと思いますが、アカデミックな分野で研究者としてやっていこうとする人に対して、ポスドク後のキャリ


















合を移動するだけで退職金の額が著しく減るなど移動を阻害する要因が多い。(大学, 第 1Ｇ, 工学, 部・室・グル





















































図表 1-12  2005 年頃と比べた若手研究者数の変化についての認識 
 (a) 大学グループ別 (b)大学部局分野別 
  
注 1： 1 から 5 の 5 点尺度で質問を行い、「1（大変減っている）」→-10 ポイント、「2(減っている）」→-5 ポイント、「3(変化なし)」→0 ポイント、「4(増えている)」
→5 ポイント、「5(大変増えている)」→10 ポイントとして指数の計算を行った。例えば全ての回答者が「2(減っている)」を選択すると指数は-5 となる。 
 
























図表 1-13 任期付若手研究者(ポストドクターを含む)の雇用期間の上限（ここ数年の変化） 
 















2-4  (2013 年度深掘調査) 若手・中堅研究者の独立の状況 












図表 1-14 2005 年頃と比べて、独立した研究を実施する若手・中堅研究者の数 
 (a) 大学グループ別 (b) 大学部局分野別 
 
注 1： 1 から 5 の 5 点尺度で質問を行い、「1（大変減っている）」→-10 ポイント、「2(減っている）」→-5 ポイント、「3(変化なし)」→0 ポイント、「4(増えている)」
→5 ポイント、「5(大変増えている)」→10 ポイントとして指数の計算を行った。例えば全ての回答者が「2(減っている)」を選択すると指数は-5 となる。 
















2-4-2  若手・中堅研究者が独立した研究を実施する際に障害となる事項 
 









めた。1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行い、障害と考えられている度合（障害度）をポイ
ント化した。全回答者が必要性を 1 位と評価すると障害度は 10 ポイントとなる。 
図表 1-15 は、大学グループごとの集計結果である。ここで、セル内の数値は障害度を示している。赤色で







いて上位 5位以内に入っている。特に後者については、第 1グループでは 2位となっているが、第 3グループ
では 10 位、第 4 グループでは 12 位であり、大学グループ間で状況が大きく異なることが分かる。「⑤スタート
アップ資金が充分ではなく、独立した研究を実施することが難しい(機器、研究スペース、研究スタッフが確保
できないなど)」は、第 4 グループにおいて 3 位、第 3 グループでは 5 位となっている。 
大学グループ間を比較すると、第 1 グループや第 2 グループでは、研究テーマ設定に課題があるとの認識















図表 1-15 若手・中堅研究者が、独立した研究を実施する際に障害となる事項[大学グループ別、公的研究機関] 
 
注 1： ①～⑬の選択肢から 1位～3位を選ぶ質問。1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化し
た。全回答者が必要性を 1 位と評価する障害度は 10 ポイントとなる。赤色で示されたセルは、各属性において、障害度が上位 5 に入る選択肢を示し
ている。 
 
第1Ｇ 第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ 公的研究機関
① 研究室(講座あるいは上司)の方針のため、研究テーマを自由に設定できない 1.8 1.7 1.6 1.5 1.7
② 大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研究テーマを自由に設定できない 2.5 1.6 0.9 0.6 2.7




3.6 3.1 3.1 2.6 3.6
















1.5 2.0 1.9 1.8 2.0












0.2 0.3 0.3 0.3 0.7
⑫ 特にない 0.4 0.4 0.3 0.7 0.4













さく、研究を発展させることが難しい(研究テーマや研究チームを拡大させるなど)」が 5 位にあげられている。 
 
図表 1-16 若手・中堅研究者が、独立した研究を実施する際に障害となる事項[大学部局分野別] 
 
注 1： ①～⑬の選択肢から 1位～3位を選ぶ質問。1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化し
た。全回答者が必要性を 1 位と評価する障害度は 10 ポイントとなる。赤色で示されたセルは、各属性において、障害度が上位 5 に入る選択肢を示し
ている。 
 
理学 工学 農学 保健
① 研究室(講座あるいは上司)の方針のため、研究テーマを自由に設定できない 1.4 1.5 1.4 2.1
② 大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研究テーマを自由に設定できない 2.9 1.3 1.2 0.7




2.8 3.5 3.0 2.6
















1.7 2.3 2.4 1.4












0.2 0.2 0.3 0.4
⑫ 特にない 1.0 0.5 0.3 0.3


















































-0.34 -0.45 - -0.51 -0.28 -0.34 -0.29 -0.45 -0.22 -0.24 -0.48
2011 3.5 4.2 3.7 3.3 3.4 3.7 3.6 3.0 3.2 3.7
2012 3.2 3.9 3.3 3.2 3.2 3.3 3.3 2.8 3.3 3.3































参考図表 2 大学院(博士課程)入学者数 （Ａ）専攻別入学者数の推移(博士課程) 
 
注: その他には、人文科学、社会科学、理学、工学、農学、保健に割り振られなかった専攻を含む。 
(出典) 科学技術・学術政策研究所、調査資料-225、科学技術指標 2013 
（Ｂ）国・公・私立別大学入学者数の推移(博士課程) 
 


























年  度 大  学 合  計 人文科学 社会科学 理  学 工  学 農  学 保  健 商  船 家  政 教  育 芸  術 その他 
計 7,813 917 606 929 1,399 580 3,076 - 21 165 24 96
国  立 5,170 368 244 776 1,182 522 1,830 - 12 116 24 96
公  立 417 53 31 36 31 16 239 - 6 5 - -
私  立 2,226 496 331 117 186 42 1,007 - 3 44 - -
計 17,023 1,710 1,581 1,764 3,402 1,192 5,339 - 61 373 117 1,484
国  立 11,931 761 638 1,461 2,732 1,070 3,710 - 0 246 47 1,266
公  立 941 71 95 126 172 36 364 - 23 9 17 28
私  立 4,151 878 848 177 498 86 1,265 - 38 118 53 190
計 15,557 1,183 1,186 1,233 2,759 794 6,051 - 52 494 173 1,632
国  立 10,322 552 548 1,006 2,177 682 3,787 - 8 330 81 1,151
公  立 1,032 58 70 103 117 25 509 - 17 1 33 99
















0.03 -0.01 - 0.43 -0.02 0.10 -0.22 -0.06 0.13 -0.06 -0.14
2011 2.8 2.9 2.8 3.0 2.4 3.0 2.8 3.0 2.6 2.8
2012 2.9 2.8 3.0 3.1 2.4 2.8 2.8 3.1 2.6 2.6
























度において、1 年度内の支給額が 180 万円以上の割合は 15.1％にとどまっている(参考図表 3(B))。 
参考図表 3 (A)経済的支援を受ける博士課程在籍者の財源別内訳の推移 
 財源分類
 競争的資金・その他の外部資金 8,429 (26.0%) 9,591 (26.5%) 10,012 (26.0%) 11,609 (24.6%) 11,835 (23.9%)
  　　競争的資金 7,217 (22.2%) 7,341 (20.3%) 7,195 (18.7%) 6,267 (13.3%) 6,087 (12.3%)
  　　　　２１世紀・グローバルＣＯＥプログラム 5,336 (16.4%) 5,863 (16.2%) 5,717 (14.8%) 4,297 (9.1%) 4,310 (8.7%)
  　　　　科学研究費補助金 978 (3.0%) 875 (2.4%) 950 (2.5%) 1,167 (2.5%) 1,025 (2.1%)
  　　　　戦略的創造研究推進事業 570 (1.8%) 337 (0.9%) 86 (0.2%) 407 (0.9%) 311 (0.6%)
  　　　　科学技術振興調整費 178 (0.5%) 151 (0.4%) 184 (0.5%) 234 (0.5%) 254 (0.5%)
  　　　　その他競争的資金 155 (0.5%) 115 (0.3%) 258 (0.7%) 162 (0.3%) 187 (0.4%)
  　　奨学寄附金 167 (0.5%) 272 (0.8%) 355 (0.9%) 297 (0.6%) 340 (0.7%)
  　　競争的資金及び奨学寄附金以外の外部資金 1,045 (3.2%) 1,978 (5.5%) 2,462 (6.4%) 5,045 (10.7%) 5,408 (10.9%)
 フェローシップ・国費留学生等 4,039 (12.4%) 5,265 (14.6%) 6,220 (16.1%) 6,895 (14.6%) 7,563 (15.3%)
 運営費交付金・その他の自主財源 19,898 (61.3%) 21,298 (58.9%) 22,331 (57.9%) 28,653 (60.8%) 30,163 (60.9%)
 財源不明 79 (0.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0%) 0 (0%)
 財源合計 32,445 (100.0%) 36,154 (100.0%) 38,563 (100.0%) 47,157 (100.0%) 49,561 (100.0%)
   〈単位：人、括弧内は各年度実績に占める割合〉
 2008年度実績 2004年度実績  2005年度実績  2006年度実績  2007年度実績
 
(出典) 科学技術政策研究所、調査資料-182、ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査－2007 年度・2008 年度実績－ 
(B) 経済的支援を受ける博士課程在籍者の支給額内訳の推移 
一年度内の支給額
60万円未満 35,201 (74.6%) 36,169 (73.0%)
60万円以上、120万円未満 3,972 (8.4%) 4,763 (9.6%)
120万円以上、180万円未満 989 (2.1%) 1,040 (2.1%)
180万円以上、240万円未満 4,116 (8.7%) 4,302 (8.7%)
240万円以上 2,777 (5.9%) 3,186 (6.4%)
支給額不明 102 (0.2%) 101 (0.2%)






















































状況 0.05 0.02 - 0.05 0.02 0.16 0.00 0.24 -0.03 0.05 -0.07
2011 2.6 2.1 2.6 2.8 2.6 2.4 2.4 2.9 2.4 2.4
2012 2.7 2.2 2.6 3.0 2.7 2.3 2.4 2.9 2.5 2.3






























2-5  研究者の多様性の状況 
研究者の多様性の状況の質問は、1)女性研究者の状況、2)外国人研究者の状況、3)研究者の業績評価の
状況についての 3 つの質問中分類から構成される。以下では質問中分類ごとに結果を紹介する。 






































理学 工学 農学 保健
Q1-10
女性研究者数の状況
-0.05 -0.06 - -0.35 0.01 0.00 0.08 -0.08 -0.01 0.00 -0.16
2011 3.0 3.3 2.9 3.0 2.7 3.1 2.9 2.5 2.7 3.7
2012 2.9 3.3 2.7 3.0 2.7 3.0 3.0 2.5 2.9 3.5

































参考図表 4 （Ａ） 大学グループごとの 1 大学あたりの研究者[教員＋医局員・その他の研究員]数(2003 年と 2011 年) 
 
(注 1) 3 年移動平均の値を示している。2003 年については 2002-04 年の平均値、2011 年についは 2010-12 年の平均値である。科学技術研究調査におけ
る研究者数は教員、医局員・その他の研究員、大学院博士課程の在籍者の合計値であるが、ここでは NISTEP 定点調査の質問と条件をあわせるため
に教員と医局員・その他の研究員の合計を示している。また、各大学グループについて 1 大学あたりの数を示している。 
(注 2) 集計対象とした学問区分は[5]理学、[6]工学、[7]農学、[8]医歯薬学、[9]その他保健、大学種類は[1]大学の学部、[4]大学附置研究所である。 




(注 1) 3 年移動平均の値を示している。2003 年については 2002-04 年の平均値、2011 年についは 2010-12 年の平均値である。 
(注 2) 集計対象とした学問区分は[5]理学、[6]工学、[7]農学、[8]医歯薬学、[9]その他保健、大学種類は[1]大学の学部、[4]大学附置研究所である。 







年 第1Ｇ 第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ
2003 2,711 1,458 773 355
2011 3,456 1,633 846 383
2003 213 173 101 58
2011 490 273 163 79
2003 7.8% 11.9% 13.0% 16.2%




男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2003[%] 15.8% 43.7% 18.8% 47.1% 11.2% 30.8% 19.4% 40.5%
2011[%] 20.4% 51.2% 20.3% 49.5% 13.8% 33.8% 16.4% 34.3%
2003→2011[%ポイント] 4.5% 7.5% 1.5% 2.4% 2.6% 3.0% -3.1% -6.1%

























ていることが分かる。NISTEP 定点調査 2011 からの変化をみると、大学部局別の農学において、指数が 0.3 以

















-0.02 0.29 - -0.30 -0.19 0.16 0.29 -0.26 -0.03 0.03 -0.08
2011 3.3 4.0 3.4 3.6 3.2 3.1 3.4 3.3 3.6 3.3
2012 3.3 4.0 3.1 3.4 3.2 3.3 3.4 3.2 3.8 3.1



















の状況 0.10 0.07 - -0.10 0.05 0.14 0.29 -0.12 0.13 0.33 0.03
2011 4.5 4.9 4.5 4.6 4.5 4.2 5.0 4.6 4.6 4.2
2012 4.5 5.0 4.3 4.6 4.7 4.4 5.1 4.8 4.6 4.1









































































理学 工学 農学 保健
Q1-13
外国人研究者数の状況
0.07 0.17 - -0.06 0.14 0.05 0.11 0.19 0.12 0.10 0.02
2011 2.5 3.0 2.8 2.7 2.2 2.2 3.0 2.6 2.0 2.3
2012 2.5 3.0 2.7 2.8 2.4 2.2 3.2 2.6 2.2 2.4



















-0.01 -0.30 - 0.02 -0.07 -0.15 0.13 0.17 -0.20 0.15 -0.04
2011 2.8 3.4 2.9 2.9 2.6 2.7 3.2 3.1 2.5 2.4
2012 2.8 3.2 2.9 2.9 2.6 2.7 3.3 2.9 2.7 2.5




































































もいます。(大学, 第 4Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 女性研究者に活躍の場を与えるための、託児所の整備やそのための支援が圧倒的に不足している。外国人研究
者に関しても、家族が暮らしやすい環境の整備が必要であろう。(大学, 第 1Ｇ, 理学, 部・室・グループ長、教授ク
ラス, 男性) 
 教育研究や組織運営にかかわること  
 研究機関内もしくはその近くに保育施設等を整備する。夜の会議や土日の学会開催は原則として避ける。事務組
織が英語に対応できるようにする。(大学, 第 1Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 研究員、助教クラス, 男性) 
 アジア地域の若手研究者のレベルは漸次向上してきていることから、積極的に学内に研究者を招聘するシステム
を構築するべきであると考える。逆に、日本の研究者がアジア地域に研究拠点を形成することも重要と考える。(大



























金でやるべきことでは無いはずです。(公的研究機関, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 地方大学では運営費交付金の継続的な削減のせいで、研究環境の悪化が目に見える形で進行しています。研
究者にとって魅力のない地方大学の現状を改善することを優先すべきで、多様な研究者が活躍できる環境の整備





展を促すとともに、多様な研究者の育成につなげる。(大学, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 性別や国籍の多様性よりは、大学などでは考え方や研究志向などの多様性を尊ぶべきであると思います。誤解の































公的研究機関において指数が相対的に高いことが分かる。NISTEP 定点調査 2011 と比べると、農学において














充分に行われているか -0.23 -0.25 - -0.31 -0.38 -0.22 0.01 -0.26 -0.16 -0.23 -0.31
2011 4.7 5.5 4.7 4.7 5.0 4.6 4.9 4.9 4.4 4.3
2012 4.6 5.3 4.5 4.6 4.8 4.5 4.9 4.8 4.5 3.9





















-0.15 -0.22 - -0.28 -0.25 -0.19 0.10 -0.10 -0.11 -0.39 -0.23
2011 2.8 3.8 2.8 2.9 3.4 2.2 3.1 3.0 2.8 2.2
2012 2.7 3.7 2.6 2.7 3.3 2.3 2.9 2.9 2.6 2.0
























































3  大学や公的研究機関における研究環境の状況 
 
3-1  全体状況 
研究環境状況指数は、全ての大学グループおよび公的研究機関で、不充分のレベルにあるが、研究環境
状況指数の大きさには大学グループによって違いが見られる。大学グループ別のうち、研究環境状況指数が
最も高いのは第 1 グループであり、これに第 4 グループが続く。第 2 グループと第 3 グループは、同程度の研
究環境状況指数であるが、第 4 グループとは差がついている。公的研究機関の研究環境状況指数は、
NISTEP定点調査 2011 では第 1 グループとほぼ同じであったが、低下傾向が見られる。 
 
































3-2  研究環境や研究施設・設備の状況 
研究環境や研究施設・設備についての質問は、1)研究環境の状況、2)研究施設・設備の状況の 2つの質問
中分類から構成される。以下では質問中分類ごとに結果を紹介する。 























た。第 4 グループについては、公立大学と私立大学の回答者が過半を超えることから、第 3 グループと第 4 グ
ループはまとめて分析をおこなった。図表 1-18 に結果を示す。第 1 グループは国立大学しか含まないので、
指数は変化しない。第 2グループおよび第 3グループについては共に指数値が小さくなり、不充分との認識が
















-0.25 -0.51 - -0.59 -0.19 -0.08 -0.20 -0.43 -0.27 -0.30 -0.19
2011 2.7 4.0 2.9 2.2 2.2 3.7 3.0 3.1 1.7 2.5
2012 2.6 3.8 2.6 2.1 2.1 3.5 2.9 2.9 1.5 2.3












































2001 年度に年平均 9,500 億円であった自己資金は、2010～12 年度には年平均 8,400 億円となっている。 
参考図表 5 国立大学等(自然科学)の内部使用研究費における自己資金割合の変化 
 















2011 2.9 1.9 1.8
2012 2.6 1.9 1.7


























































































































の割合が、他のグループと比べて著しく高い。近年では、その比率は 50％に近づいている。これに第 2～4 グ
ループがつづく。第 4 グループの内部使用研究費における外部資金割合は約 13％(2011 年度)である。 
 




注 2: 集計対象とした学問区分は[5]理学、[6]工学、[7]農学、[8]医歯薬学、[9]その他保健、大学種類は[1]大学の学部、[4]大学附置研究所である。 






















































0.61 0.27 - 0.86 0.61 0.52 0.51 0.92 0.32 0.87 0.67
2011 4.5 4.7 4.7 4.3 4.8 4.5 5.0 5.1 4.1 3.8
2012 4.9 4.8 5.3 4.7 5.1 4.8 5.7 5.4 4.6 4.0



























で 7.3 ポイント、公的研究機関で 6.6 ポイントであ


































るか 0.17 -0.08 - 0.08 0.19 0.26 0.14 -0.18 0.13 0.46 0.24
2011 7.1 6.7 7.8 6.8 7.0 7.1 8.0 7.0 6.7 6.9
2012 7.2 6.9 7.8 6.9 7.2 7.1 7.9 7.0 6.9 7.0



















-0.14 -0.22 - -0.16 -0.21 -0.09 -0.08 -0.14 -0.28 0.09 -0.14
2011 2.3 3.2 2.4 2.4 2.2 2.4 2.4 2.4 1.5 2.2
2012 2.3 3.0 2.2 2.3 2.2 2.4 2.2 2.2 1.5 2.2

































































第 1 グループについても 0.3 近く指数が上昇している。大学部局分野別にみると理学において指数が 0.5 以
上上昇している。 































ニストレータ）の育成・確保の状況 0.22 0.05 - 0.29 0.20 0.54 -0.03 0.52 0.08 -0.01 0.26
2011 1.9 2.5 2.1 1.8 1.9 2.0 1.6 2.1 1.7 1.7
2012 2.0 2.4 2.4 1.9 2.1 1.9 1.8 2.2 1.6 1.8
























の学部教員の職務活動時間の内容をみても(参考図表 7)、2002 年と 2008 年を比較すると社会サービスやそ
の他の活動の時間が増加し、職務時間に占める研究時間の割合が減少していることが分かる。 
参考図表 7 論文シェアによる大学グループ別の学部教員の職務活動時間の割合 
 
(出典) 科学技術政策研究所、Discussion Paper No. 80、減少する大学教員の研究時間―「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」による 2002













かる。(大学, 第 3Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 リサーチ・アドミニストレーターなどが導入されているが、恒久的なシステムにはなっていない。ポストや基盤的経費
の削減が止まらない状況を考えると、むしろ外部への業務委託などでプロジェクトの直接経費で対応可能な方法











第１Ｇ 第2Ｇ 第3Ｇ 第4Ｇ その他Ｇ
職務活動時間 シェア5％～ シェア1～5％ シェア0.5～1％ シェア0.05～0.5％ 左記以外
2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008 2002 2008
研究 55.2% 49.2% 50.0% 41.6% 50.3% 41.3% 47.7% 35.4% 43.7% 31.0%
教育 16.6% 17.8% 20.6% 25.4% 20.2% 23.0% 21.5% 27.8% 27.3% 33.9%
社会サービス 10.6% 13.8% 10.5% 15.7% 11.6% 17.0% 12.6% 16.1% 8.4% 13.4%
研究関連 5.2% 7.5% 4.4% 6.0% 3.6% 6.2% 3.1% 5.6% 3.2% 6.1%
教育関連 2.9% 3.6% 2.7% 4.1% 2.6% 4.5% 2.5% 4.5% 3.1% 5.3%
その他 2.5% 2.7% 3.5% 5.5% 5.3% 6.2% 7.0% 6.0% 2.1% 2.1%
その他 17.6% 19.1% 18.9% 17.3% 17.8% 18.7% 18.2% 20.7% 20.5% 21.6%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
 

































を行うのに充分か -0.31 -0.35 - -0.21 -0.43 -0.23 -0.23 -0.23 -0.26 -0.23 -0.47
2011 4.8 5.5 6.0 4.6 4.1 4.7 5.4 5.0 4.0 4.8
2012 4.7 5.2 6.1 4.5 3.9 4.6 5.5 4.9 3.8 4.5





























の自由記述は、大きく分けて 1)維持管理やメンテナンス、2)施設・設備の共用、3)老朽化や設備の更新の 3 つ
の論点に分類することが出来る。以下に意見の例を示す。 
 












て高価な機械を集約して管理するセンターの設置を促進するような制度が必要である。(大学, 第 3Ｇ, 保健(医・











規施設の運用も危ぶまれる。(公的研究機関, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
その他 
 研究施設ではないが、大学図書館が予算不足で学術雑誌の購入規模を縮小している。図書館予算はもっと必要




学, 第 4Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
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3-3  科学技術予算や知的基盤・研究情報基盤の状況 
科学技術予算や知的基盤・研究情報基盤の状況の質問は、1)科学技術予算の状況、2)知的基盤や研究情
報基盤の状況の 2 つの質問中分類から構成されている。以下では質問中分類ごとに結果を紹介する。 






































の状況を鑑みて充分か -0.23 -0.19 0.04 -0.19 -0.16 -0.13 -0.40 -0.12 -0.24 -0.31 -0.27
2011 2.9 3.0 3.0 3.0 2.6 2.8 3.3 3.5 2.9 2.7 2.8
2012 2.7 2.9 2.9 2.8 2.4 2.6 3.1 3.1 2.7 2.5 2.7





























参考図表 8 主要国政府の科学技術予算の対 GDP 比率の推移 
 































































-0.29 -0.43 -0.07 -0.13 -0.31 -0.27 -0.38 -0.42 -0.42 -0.58 -0.12
2011 4.7 4.8 3.8 5.0 4.4 4.6 4.7 5.3 5.0 4.9 4.5
2012 4.5 4.6 3.7 4.9 4.1 4.5 4.5 4.9 4.9 4.4 4.3































認識することが必要です。(大学, 第 2Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 大学が自らの意思と戦略を持って改革を進めていくためには、競争的研究資金の拡充とそれに伴う間接経費の増
額が必須である。リーディング大学院のような国策に基づく予算は、教育研究現場の負担感のみが増加する結果























い。(大学, 第 3Ｇ, 保健(医・歯・薬学), 研究員、助教クラス, 男性) 
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-0.21 0.02 -0.21 -0.19 -0.25 -0.05 -0.29 -0.18 -0.30 -0.57 -0.03
2011 4.6 4.5 4.4 4.9 4.8 4.2 4.5 5.2 4.7 4.7 4.4
2012 4.4 4.4 4.3 4.7 4.6 4.1 4.3 4.9 4.5 4.3 4.3




















程度 -0.06 -0.24 -0.02 0.11 -0.16 0.12 -0.24 0.11 -0.05 0.09 -0.23
2011 4.0 4.7 3.5 4.4 4.1 3.6 4.0 4.9 3.8 3.9 4.0
2012 4.0 4.5 3.5 4.6 4.0 3.7 3.9 4.9 3.8 4.0 3.8















































NISTEP 定点調査 2013 において得られた「Q2-21. 知的基盤や研究情報基盤の状況について課題がある
点」についての自由記述は、大きく分けて 1)共同利用設備・機器に関する課題、2)データベースに関する課題、
3)論文誌に関する課題の 3 つの論点に分類することが出来る。以下に意見の例を示す。 
 

















Ｇ, 農学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 研究雑誌へのアクセスがたいへん困難になっている。特に○○○○○関係の雑誌が高騰中である。ものづくりで
なく知識における拠点大学を最低限一箇所は必要。バーチャルな研究機関の統合も良い手かもしれない。(大学, 
第 3Ｇ, 工学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 資金の面では特に大学の図書館においてジャーナル購入経費が円安等の影響で不足している。また、デジタル
化するに連れて情報管理が極めて重要性を増すことになるが、情報の安全管理を含めて情報管理を担う高度な
人材が情報化のスピードに追いついていなくて慢性的な不足状況が生じている。(大学, 第 3Ｇ, 社長・役員、学
長等クラス, 男性) 
 論文誌の購読費用が増大しているためか、国立大学間で利用できるデータベース量の格差が増大していることは





4  産学官連携の状況 
 
4-1  全体状況 
産学官連携状況指数を大学グループ間で比較すると、NISTEP定点調査 2013の段階で産学官連携状況指
数が最も高いのは第 3グループであり、これに第 1グループが続く。第 1グループと第 3グループの産学官連
携状況指数は、2011年度はほぼ同じであったが、第 3グループの指数が上昇傾向であり、2013年度では第 3
グループの方が高くなっている。公的研究機関の産学官連携状況指数は第 3 グループよりわずかに高い。大




NISTEP定点調査 2011 と比べて、イノベーション俯瞰グループの産学官連携状況指数は上昇傾向にある。 
 
















































































況 -0.08 -0.14 0.28 -0.14 -0.25 0.17 -0.05 -0.26 0.04 0.22 -0.20
2011 4.8 5.5 4.5 4.8 4.6 5.2 4.9 4.0 5.2 5.1 4.2
2012 4.8 5.4 4.6 4.7 4.5 5.1 5.0 4.0 5.3 5.2 4.1




















状況 -0.05 -0.13 0.36 -0.18 -0.10 0.23 -0.12 -0.15 0.09 0.20 -0.16
2011 5.1 6.2 3.6 5.4 5.1 5.1 5.1 4.3 5.7 4.8 4.6
2012 5.2 6.1 3.7 5.3 5.0 5.1 5.3 4.4 5.8 4.9 4.5










































































0.03 -0.20 0.22 0.00 -0.16 0.17 0.19 0.06 0.00 0.17 -0.01
2011 3.7 4.6 3.0 4.0 3.6 3.7 3.4 2.9 4.2 3.7 3.1
2012 3.6 4.4 3.0 3.7 3.4 3.6 3.5 3.0 4.0 3.6 3.0


































































































-0.04 -0.15 0.21 -0.22 -0.08 0.12 -0.02 -0.15 0.00 0.15 -0.06
2011 3.7 4.5 3.3 4.0 3.6 3.8 3.4 3.1 4.2 3.7 3.0
2012 3.6 4.4 3.3 3.7 3.5 3.7 3.4 3.1 4.0 3.7 2.9





















-0.03 -0.36 0.10 -0.30 -0.13 0.16 0.16 0.02 -0.01 0.13 -0.05
2011 3.0 3.5 2.5 3.6 3.0 3.0 2.6 2.8 3.4 2.9 2.4
2012 3.0 3.3 2.5 3.3 2.9 3.0 2.7 2.9 3.4 2.9 2.3























































































-0.09 -0.21 0.16 -0.24 -0.07 -0.04 -0.04 -0.11 -0.05 0.11 -0.10
2011 3.4 3.8 2.7 3.4 3.2 3.9 3.4 3.1 3.8 3.5 2.9
2012 3.4 3.6 2.7 3.3 3.1 3.9 3.4 2.9 3.7 3.5 2.9



















など）は円滑か -0.13 -0.17 0.03 -0.11 -0.18 -0.01 -0.15 0.01 -0.07 -0.27 -0.17
2011 4.8 5.2 3.6 4.8 4.7 5.0 4.9 4.9 5.2 4.7 4.0
2012 4.8 5.2 3.5 4.8 4.6 4.9 4.8 4.8 5.1 4.4 4.0







































































ント増加した。その後、大学等からの転入研究者数は急激に減少し、2011 年には 2005 年基準の約 60％の水
準にまで落ち込んでいる。大学等からの転入研究者数は、2005～08 年にかけては変化がみられなかったが、
2009年以降、大学等からの転入研究者数は急激に減少し、2011年には 2005年基準の約 60％の水準にまで
落ち込んでいる。全般的にみると 2005 年頃と比べて産学官の人材流動性は低下しているように見える。 
大学等と民間企業との共同研究実施件数および受託研究実施件数の状況を参考図表 10 に示した。共同





参考図表 9 産学官の人材流動性の状況 















































































































(注 1) 3 年移動平均の値を示している。2005 年については 2004-06 年の平均値、2011 年についは 2010-12 年の平均値である。 
(出典) 総務省 科学技術研究調査報告に基づき科学技術・学術政策研究所で集計 
 
参考図表 10 大学等と民間企業との共同研究実施件数、受託研究実施件数 
 (a) 共同研究実施件数 (b) 受託研究実施件数 
  

























































































































































































































































る活用状況 -0.18 -0.25 -0.02 -0.22 -0.22 0.09 -0.31 -0.27 -0.06 -0.23 -0.26
2011 3.7 4.2 2.8 4.1 3.5 3.6 3.8 3.6 4.1 3.8 3.3
2012 3.7 4.0 2.8 4.2 3.4 3.7 3.7 3.5 4.0 3.6 3.2




















れているか -0.04 -0.21 0.04 0.05 -0.12 -0.03 0.02 0.11 -0.18 0.07 -0.03
2011 3.8 4.3 3.2 3.8 3.5 4.0 3.9 3.6 3.9 3.7 3.3
2012 3.7 4.0 3.2 3.9 3.4 4.0 3.9 3.6 3.8 4.0 3.2





































































携が出来るスキーム構築を考えていく必要があると思われる。(大学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 毎月のように開催される大学や公的機関の成果活用への誘い・講演会の類は、企業側が抱える問題・課題解決の
窓口としては効率が悪すぎる。おそらくどこかに成果活用の検索データベースも存在するのであろうが、民間企業















保健(医・歯・薬学), 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
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高くなっている。NISTEP 定点調査 2011 と比べると第 3 グループにおいて指数が 0.3 以上上昇し、NISTEP 定








NISTEP 定点調査 2013 において得られた「Q2-11. 国が地域における科学技術施策を支援する意義」につ
いての自由記述は、大きく分けて 1)地方企業の制約、2)地方公共団体の限界の 2 つの論点に分類することが
出来る。以下に意見の例を示す。 
 




















0.12 -0.10 0.12 0.26 -0.08 0.34 0.17 0.16 0.12 0.44 -0.03
2011 4.5 5.3 3.9 3.4 4.4 5.2 4.9 3.5 4.9 5.4 4.0
2012 4.6 5.3 3.9 3.6 4.2 5.3 5.0 3.8 4.9 5.6 4.0
































































































-0.06 -0.06 0.01 0.04 0.06 -0.20 -0.11 -0.01 -0.04 0.10 -0.08
2011 4.7 4.3 3.7 5.1 4.9 4.8 4.3 5.0 5.3 4.8 3.8
2012 4.8 4.2 3.7 5.4 4.9 4.7 4.3 5.1 5.4 4.8 3.7




















-0.01 0.08 0.14 -0.10 -0.08 0.06 0.09 0.04 -0.01 0.21 -0.08
2011 3.6 3.4 3.1 3.8 3.9 3.6 3.3 3.1 4.2 3.5 3.0
2012 3.6 3.6 3.1 3.7 3.8 3.7 3.4 3.2 4.2 3.6 3.0




























































NISTEP 定点調査 2013 において得られた「Q2-15. 研究開発人材の育成について課題がある点」について
の自由記述は、大きく分けて 1)企業側からの期待に関して、2)大学における育成過程に関して、3)地方大学の
問題の 3 つの論点に分類することが出来る。以下に意見の例を示す。 
 








実態の紹介を行うのが良いのではないかと思う。(民間企業, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 これまで、日本の企業は将来必要となる人材育成について、大学側に意見、共同研究推進等の面で十分なメッセ
ージを発信してきませんでした。アメリカの SRC(Semiconductor Research Consortium)のように、半導体産業界が資
金を出して人材育成を推進してきた例が有ります。個別の専門人材が必要なら、それなりの金を出す覚悟が求め






められよう。(民間企業, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 研究に於ける高いスキルを持った人材は圧倒的に不足しており、そのような人材を民間企業に出さないように腐心
しているのが現状で、研究者を目指す若者が増えない限り外へ出すことは難しい。(大学, 第 3Ｇ, 保健(医・歯・薬












ど人材交流の機会が増えてほしいと考えている。(大学, 第 4Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
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4-3  (2013 年度深掘調査)我が国の大学の研究成果を経済的・社会的価値につなげていくには 
過去の NISTEP 定点調査の結果から、基礎研究をはじめとする我が国の研究開発の成果はイノベーション
に充分つながっていないとの認識が示されている。 









めた。1 位は 30/3、2 位は 20/3、3 位は 10/3 で重みづけを行い、障害と考えられている度合（障害度）をポイ
ント化した。全回答者が必要性を 1 位と評価すると障害度は 10 ポイントとなる。 
図表 1-20 は、回答者グループごとの集計結果である。ここで、セル内の数値は障害度を示している。赤色























図表 1-20 我が国の大学の研究成果を産学連携や大学発ベンチャーなどを通じて、 
民間企業が生み出す経済的・社会的価値につなげていく上で障害となっていること 
 
注 1： ①～⑱の選択肢から 1位～3位を選ぶ質問。1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、障害と考えられる度合(障害度)をポイント化し











































































⑰ 特にない 0.2 0.2 0.1






5  基礎研究の状況 
 
5-1  全体状況 
基礎研究状況指数に注目すると、大学や公的研究機関では不充分との認識、イノベーション俯瞰グループ
では不充分との強い認識が示されている。2011 年度の時点では大学グループ別の第 1 グループの基礎研究
状況指数が最も高く、これに公的研究機関や第 2グループが続いていた。しかしながら、第 1グループの基礎
研究状況指数は、2012～13 年度にかけて急激に低下し、2013 年度は第 1 グループ、第 2 グループ、公的研
究機関の基礎研究状況指数が、ほぼ同じ値となっている。NISTEP 定点調査 2011 と比べると、公的研究機関
の指数も低下傾向である。 
 





























































研究が実施されているという認識が相対的に高くなっている。NISTEP 定点調査 2011 と比べると、大学グルー













-0.24 0.01 -0.13 -0.52 -0.18 -0.24 -0.11 -0.37 -0.24 -0.40 -0.14
2011 3.3 3.5 3.7 3.5 3.4 3.2 3.1 3.4 3.4 3.0 3.1
2012 3.1 3.4 3.5 3.4 3.2 3.0 3.0 3.2 3.3 2.9 3.0





















いるか -0.20 -0.05 -0.12 -0.51 -0.14 -0.17 -0.06 -0.22 -0.20 -0.12 -0.22
2011 3.4 3.3 3.4 3.8 3.6 3.2 3.0 4.0 3.4 2.9 3.3
2012 3.3 3.1 3.3 3.6 3.5 3.2 2.9 3.9 3.2 3.0 3.1







































































の機能を充分に果たしているか -0.12 -0.28 -0.02 -0.37 -0.13 0.05 -0.06 -0.19 -0.12 -0.21 -0.17
2011 3.6 3.3 3.5 3.6 3.6 3.5 3.5 3.9 3.7 3.4 3.2
2012 3.5 3.1 3.4 3.6 3.6 3.4 3.5 3.8 3.6 3.2 3.2









































参考図表 11にサイエンスマップ 2008における日英独の参加領域数の比較を示す。サイエンスマップ 2008







参考図表 11 サイエンスマップ 2008 における日英独の参加領域数の比較 
 
(出典) 科学技術政策研究所、NISTEP REPORT No. 139、サイエンスマップ 2008 
 
参考図表 12 国際共著論文率の推移（％） 
 










全研究領域 647 263 388 366
内訳
学際的・分野融合的領域 151 66 96 81
臨床医学 116 41 82 75
工学 44 9 12 14
化学 64 28 32 38




































































































参画状況 -0.06 -0.05 0.07 0.03 -0.10 0.09 -0.17 -0.12 -0.06 0.00 -0.01
2011 3.7 4.0 3.2 4.0 3.8 3.4 3.7 4.8 3.8 3.2 3.3
2012 3.8 3.9 3.1 4.1 3.8 3.5 3.6 4.9 3.9 3.2 3.3



















ているか 0.12 -0.06 0.23 -0.13 0.06 0.32 0.21 -0.25 0.17 0.38 0.09
2011 4.6 4.5 3.9 5.0 4.6 4.3 4.5 5.7 4.5 4.1 4.5
2012 4.8 4.4 4.1 5.1 4.8 4.6 4.7 5.7 4.7 4.4 4.7









































































につながっているか 0.09 -0.21 0.15 0.01 0.04 0.34 0.04 -0.30 0.06 0.02 0.24
2011 3.8 4.3 3.0 4.0 3.9 3.6 3.9 4.5 4.1 3.6 3.6
2012 3.9 4.1 3.0 4.1 4.0 3.8 3.9 4.5 4.2 3.5 3.8

































































ィサーの下で若手が育つという機能はもっとあってもよいと思います。(大学, 第2Ｇ, 工学, 主任研究員、准教授ク
ラス, 男性) 









を提出させるなどは極めて非効率である。(大学, 第 1Ｇ, 工学, 主任研究員、准教授クラス, 男性) 
 思いついたアイデアを即研究に実行できる機動性が重要と思われる。配分額を減らして良いので、科研費の萌芽
研究を年複数回応募可能で、どの種目とも重複申請も可能なシステムにし、アイデアが思いついた時点で申請で
きる仕組づくりが必要と思われる。(大学, 第 3Ｇ, 工学, 研究員、助教クラス, 男性) 
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革新的な予防法の開発; 新しい早期診断法の開発; 安全で有効性の高い治療の実現; 高齢
者、障害者、患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上 
 100 
6-1  全体状況 
イノベーション俯瞰グループでは、イノベーション政策状況指数は 2011～12 年度にかけて低下傾向であっ
たが、2012～13 年度には上昇に転じた。 





























































































































































































































































































































ると思う。(大学, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 やはり出口部分は、企業が関連する形が自然と思われ、企業にそれなりの支出をお願いすることが必要と思いま
す。また、国内大手企業は、外国の大学にありがたがって、投資していることが一番の問題と思います。もっと国内




































































































































































































































































































































6-4  グリーンイノベーションの状況 




表 1-23)、活発度は大学・公的研究機関グループで 4.9、イノベーション俯瞰グループでは 5.1 となっている。 
NISTEP定点調査2011と比較すると、大学・公的研究機関グループにおいて、活発度が低下しているとの認
識が示されている。 
図表 1-23 グリーンイノベーションの実現に向けた研究開発の活発度 
 
注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
注 2: 上から NISTEP 定点調査 2011～2013 の結果である。 
 
 






る体制の整備の必要度も 1.5 ポイントを越えている。 
大学・公的研究機関グループでは、実証実験など先駆的な取組の場の確保、官民が一体となった技術やシ











































図表 1-24 グリーンイノベーションの実現に向けて我が国で強化が必要な取組 
 
注 1： 1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、必要度をポイント化した。全回答者が必要性を 1位と評価すると必要度は 10ポイントとなる。 
注 2: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 
6-4-3  グリーンイノベーションの重要課題達成に向けての障害事項とその解決に向けた方策 
 
自由記述質問 


















































ローバルな動きがあれば、同時に日本の若者も意識が上がるのではないかと考える。(大学, 第 2Ｇ, 部・室・グル
ープ長、教授クラス, 男性) 
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6-5  ライフイノベーションの状況 




1-25)、活発度は大学・公的研究機関グループで 5.7、イノベーション俯瞰グループでは 5.1 となっており、大
学・公的研究機関グループの方が、活発度が高いと認識していることが分かる。 
NISTEP定点調査 2011 と比較すると、イノベーション俯瞰グループにおいて、活発度が上昇傾向にある。 
図表 1-25 ライフイノベーションの実現に向けた研究開発の活発度 
 
注 1: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
注 2: 上から NISTEP 定点調査 2011～2013 の結果である。 
 
 




支援、規制の緩和や廃止の必要度も 1.5 ポイントを越えている。 
大学・公的研究機関グループでは、実証実験など先駆的な取組の場の確保、ベンチャー創業への支援、人
文・社会学の知識の活用(制度問題、ビジネスモデル設計など)、官民が一体となった技術やシステムの国際展












































図表 1-26 ライフイノベーションの実現に向けて我が国で強化が必要な取組 
 
注 1： 1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行い、必要度をポイント化した。全回答者が必要性を 1位と評価すると必要度は 10ポイントとなる。 
注 2: 大学・公的研究機関グループのうち大学・公的研究機関の長、拠点長・中心研究者とイノベーション俯瞰グループに質問を行った。 
 
6-5-3  ライフイノベーションの重要課題達成に向けての障害事項とその解決に向けた方策 
NISTEP定点調査 2013において得られた「Q3-21. ライフイノベーションの重要課題の達成のために、どのよ
うな取組が必要か」についての自由記述は、大きく分けて 1)規制の再設計やデータプラットフォームなどのイン
フラ整備の重要性に関して、2)現在の政策的重点投資に対する懸念 の 2 つの論点に分類することが出来る。
以下に意見の例を示す。 





があります。Medical, Pharmaceutical, Nursing, Agricultural, Leagel 等の分野の人材育成が、研究活動それ自体と
一緒になって Total Coordinate されないとダメな気がします。(大学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 最近のライフ関連米国市場におけるベンチャー成功の寄与の大きさを考えた場合、我が国の遅れは深刻である。
教員の研究結果の正確な把握とネットワーク化、結果のベンチャー化、Proof of concept の育成、大データ転送・
獲得システムの確立、民間資本によるサイエンスパーク創設（旧来の形はいまや無意味）、などなどを早急に整え
































学, その他, 男性) 
 ライフサイエンス分野では、研究費の大半（殆ど）を実験計測装置に使っているが、それらは殆ど外国製品である。
物理系のように、装置開発から手がけないと、得られる結果も世界トップとはなり難いのではないだろうか。(大学, 
第 2Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 企業側からのインプットを初期の段階から積極的に受け入れる。企業側は技術が分かり、結果を自社の研究開発
に反映できる人材を議論の場に出すこと。(民間企業, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 






















業, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 行政への過度な期待が心配である。学術、市民、行政の三位一体の連携を機能させる工夫が必要。地元復興を
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の放射能汚染に対する風評被害の払拭も課題。(大学, 第 4Ｇ, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 科学技術、特に原子力関連では核エネルギーサイクル技術の研究開発に本格的に取り組んでこなかったことが、
例えば汚染水処理一つでも難航している理由でしょう。人材育成、技術開発は一部でも抜けが有ると大変なことに
なるとの教訓と受け止め、教育体制から見直す必要があると思います。(大学, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 










これをサポートするために科学技術がある。(大学, 第 4Ｇ, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 自然災害から人々を守る科学技術には、（１）予防、（２）災害が起きてしまったときの復旧、（３）生活再建のための
復興、の３つの段階があると思う。それぞれの段階において科学技術が出来ること／出来ないことを明示し、出来





学, 社長・役員、学長等クラス, 男性) 
 ①記憶は廃れるものなので人文社会系としては記憶を共有財産として次世代に語り伝える取組をすべき。②3.11
の教訓は、人々はパニックの中で情報インフラの回復により安心感を得るということだった。やはり情報伝達が一番














































2011 2.5 2.8 2.2
2012 2.5 2.5 2.1












2011 2.8 3.1 2.6
2012 2.9 2.9 2.5




































































2011 4.1 4.3 3.7
2012 4.2 4.2 3.5











2011 3.6 4.0 2.9
2012 3.7 3.8 2.8




























































いく必要を感じる。(大学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
 国の政策は、将来あるべき姿をあまり考えていないと思われる。レアメタルが不足するとその解決に対する研究を
奨励したり、ｉＰＳが注目されるようになってからそこに多額の研究資金を投入するなどの例からもわかるように、現




野、キーワード等が独り歩きしているように感じる。(大学, 第 3Ｇ, 工学, 部・室・グループ長、教授クラス, 男性) 
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NISTEP定点調査 2013は、第 4期科学技術基本計画期間中の 2011～15年度の 5年間にわたって実施す





2011～13 年度にかけての NISTEP 定点調査の結果をみると、「科研費における研究費の使いやすさ」、「我
が国が強みを持つ技術やシステムの海外展開」、「リサーチ・アドミニストレーターの育成・確保」など個々の質
問レベルでは状況が改善されつつある。指数の上昇がみられる質問の多くにおいて、具体的な施策の名前が










ループであった。他方、第 1グループや第 2グループでは指数の上昇が、第 3グループと比べて小さい。大規












ろと比べて特に増えているとの認識や、改正労働契約法の施行(2013 年 4 月 1 日)にともない、任期付若手研
 120 







































ない」の障害度が上位 5 位以内に入っている。特に後者については、第 1 グループでは 2 位となっているが、
第 3グループでは 10位、第 4グループでは 12位であり、大学グループ間で状況が大きく異なることが分かる。
「スタートアップ資金が充分ではなく、独立した研究を実施することが難しい(機器、研究スペース、研究スタッフ
が確保できないなど)」は、第 4 グループにおいて 3 位、第 3 グループでは 5 位となっている。 
大学グループ間を比較すると、第 1 グループや第 2 グループでは、研究テーマ設定に課題があるとの認識






















査 2014 においても引き続きイノベーション政策状況指数が上昇する可能性があると見込まれる。 
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NISTEP定点調査 2011 と比べて不充分との認識が高まっている。 
○ 基礎研究については、多様性および独創性が充分ではないとの認
識が、2012～13 年度にかけて高まった。 


















い」が、上位 5 位以内に入っている。 
 












第1G 2011 2013 差
科学技術状況指数 15.9 15.4 -0.52
研究人材 3.4 3.3 -0.16
研究環境 4.3 4.3 -0.01
産学官連携 4.2 4.1 -0.10






第2G 2011 2013 差
科学技術状況指数 15.0 14.7 -0.35
研究人材 3.4 3.3 -0.09
研究環境 3.8 3.7 -0.07
産学官連携 4.0 3.9 -0.12





第3G 2011 2013 差
科学技術状況指数 14.7 14.9 0.18
研究人材 3.3 3.2 -0.03
研究環境 3.7 3.8 0.06
産学官連携 4.2 4.3 0.09



























第4G 2011 2013 差
科学技術状況指数 14.8 14.7 -0.12
研究人材 3.1 3.2 0.04
研究環境 4.1 4.0 -0.12
産学官連携 4.0 4.0 -0.02
基礎研究 3.6 3.6 -0.02
公的研究機関 2011 2013 差
科学技術状況指数 16.3 15.8 -0.50
研究人材 3.6 3.5 -0.07
研究環境 4.3 4.2 -0.17
産学官連携 4.6 4.4 -0.16

























































本報告書で報告する NISTEP定点調査 2013は第 3回目となる。NISTEP定点調査 2013は 2013年 9月 24












◎ 阿部 博之 独立行政法人科学技術振興機構 顧問 
 有本 建男 政策研究大学院大学 教授 
 大垣 眞一郎 公益財団法人水道技術研究センター 理事長 
 岸 輝雄 東京大学 名誉教授 
 黒田 昌裕 独立行政法人科学技術振興機構研究開発戦略センター 上席フェロー 
 榊原 清則 法政大学大学院イノベーション・マネジメント研究科 教授 
 菅 裕明 東京大学大学院理学研究科化学専攻 教授 
 柘植 綾夫 元 日本工学会 会長 
 続橋 聡 一般社団法人日本経済団体連合会産業技術本部 本部長 
 豊田 長康 鈴鹿医療科学大学 学長 
 浜中 順一 元 株式会社ＩＨＩ 副社長 
 安田 聡子 関西学院大学商学部 准教授 
 吉本 陽子 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社  
   経済・社会政策部主席研究員 





3  調査対象者の選出 
 





各 1 名の計 3 名を依頼した。 





















3-2  大学グループ 
大学回答者については、大学グループ別、大学部局分野別の集計が可能となるように調査対象者の選定




文シェアが 5％以上の大学は第 1 グループ、1％以上～5％未満の大学は第 2 グループ、0.5％以上～1％未
満の大学は第 3 グループ、0.05％以上～0.5％未満の大学は第 4 グループとした。 
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3-3  調査対象者候補リストの作成 
大学・公的研究機関グループについては、調査対象候補となる大学や公的研究機関の抽出をはじめに行
った。大学については、論文シェアによるグループ分けの第 1 グループと第 2 グループは全ての大学を対象と
し、第 3 グループは 15 大学、第 4 グループは 50 大学を抽出した(図表 2-2 参照)。 
調査対象候補となった大学からは、調査対象者候補として 1)大学の長および 2)教員数が 20 名以上の部局







図表 2-2 論文シェアによる大学のグループ分け 
 大学グループ 日本における論文シェア 大学数 調査対象候補
1 5％以上 4 全て
2 1～5％ 13 全て
3 0.5～1％ 27 15大学を抽出
4 0.05～0.5％ 135 50大学を抽出  
(出典) 文部科学省 科学技術政策研究所、NISTEP Report No. 122 日本の大学に関するシステム分析 
 






























1,709 名となった。図表 2-4に調査対象者候補抽出結果を示す。 

















































3-4  調査対象者の選定 
調査対象者候補リストに基づき、1,709 名の調査対象者候補に対して、書面による協力依頼を行った。協力
の可否について返信のない調査対象者候補（「大学・公的研究機関グループ」191 名、「イノベーション俯瞰グ





長・最先端研究開発支援プログラムの中心研究者 23 名、(c)大学・公的研究機関の教員や研究者 857 名、大
学・公的研究機関グループ(a)～(c)の合計で 973 名を調査対象者として選定した。(d)イノベーション俯瞰グル
ープについては、513 名の調査対象者を選定し、2 つの回答者グループ(a)～(d)の合計で調査対象者 1,486
名を選定した。大学・公的研究機関グループで 1名でも協力が得られた大学のリストを図表 2-5に、公的研究
機関のリストを図表 2-6 に示す。また、調査対象者のセクターバランスを図表 2-7 に示す。 
 















































独立行政法人酒類総合研究所 独立行政法人労働安全衛生総合研究所  
 
図表 2-7 調査対象者のセクターバランス 




































































4-2  質問の継続性について 







図表 2-8  調査票の構成 


























































































































































4-3  NISTEP 定点調査の質問と第 4 期科学技術基本計画との対応 
NISTEP 定点調査の質問と第 4 期科学技術基本計画との対応を図表 2-9 に示す。下線が引かれた質問は、
科学技術基本計画の複数の項目と対応している質問である。 
 









































































































































































































































5  NISTEP 定点調査 2013 の実施 
 





アンケート調査票は、冒頭の連絡先等の属性情報回答欄に続いて大きく 3 つのパートからなり、パート 1 が
「大学や公的研究機関における研究開発の状況」、パート 2 が「研究開発とイノベーションの橋渡し等の状況」、
パート 3 が「イノベーション活動の状況」である。 
「大学・公的研究機関グループ」の(a)学長・機関長グループおよび(b)世界トップレベル研究拠点長・最先端















調査時期： 2013 年 9 月 24 日～12 月 24 日 




調査時期： 2012 年 2 月 17 日～4 月 27日 
回収率： 89.6％（発送 1,486 通、回収 1,331 通） 
 
（NISTEP定点調査 2012） 
調査時期： 2012 年 10 月 29 日～2013年 1 月 18 日 
回収率： 85.6％（発送 1,481 通、回収 1,268 通） 
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5-3  回答率 























5-4  回答者の属性 
5-4-1  大学・公的研究機関グループの回答者属性 
大学・公的研究機関グループの回答者属性を図表 2-11 に示す。 
図表 2-11 大学・公的研究機関グループの回答者属性 
 
実数 割合 割合(2012年度)
性別 男性 761 90.2% 89.9%
女性 83 9.8% 10.1%
年齢 39歳未満 219 25.9% 29.1%
40～49歳 294 34.8% 34.2%
50～59歳 227 26.9% 25.5%
60歳以上 104 12.3% 11.2%
職位 社長・役員、学長等クラス 84 10.0% 10.0%
部・室・グループ長、教授クラス 289 34.2% 31.8%
主任研究員、准教授クラス 297 35.2% 33.7%
研究員、助教クラス 171 20.3% 24.2%
その他 3 0.4% 0.2%
業務内容 主に研究(教育研究) 529 62.7% 64.2%
主にマネージメント 92 10.9% 10.7%
研究(教育研究)とマネージメントが半々 215 25.5% 24.2%
その他 8 0.9% 0.8%
雇用形態 任期あり 266 31.5% 34.6%
任期なし 578 68.5% 65.4%
所属機関区分 大学 727 86.1% 86.1%
公的研究機関 117 13.9% 13.9%
民間企業等 0 0.0% 0.0%
大学種別 国立大学 506 69.7% 69.8%
公立大学 58 8.0% 8.4%
私立大学 162 22.3% 21.7%
大学グループ 第1グループ 136 18.8% 18.6%
第2グループ 239 33.0% 32.5%
第3グループ 154 21.2% 21.3%
第4グループ 196 27.0% 27.6%
大学部局分野 理学 105 14.4% 14.5%
工学 240 33.0% 33.2%
農学 82 11.3% 10.8%
保健 225 30.9% 31.3%
無し（学長、拠点長等） 75 10.3% 10.1%
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5-4-2  イノベーション俯瞰グループの回答者属性 
イノベーション俯瞰グループの回答者属性を図表 2-12 に示す。なお、所属機関別の集計の際、民間企業、
病院、その他については民間企業等として、まとめて集計を行った。 
図表 2-12 イノベーション俯瞰グループの回答者属性 
 
実数 割合 割合(2012年度)
性別 男性 377 94.7% 94.4%
女性 21 5.3% 5.6%
年齢 39歳未満 24 6.0% 7.2%
40～49歳 68 17.1% 17.1%
50～59歳 159 39.9% 40.0%
60歳以上 147 36.9% 35.7%
職位 社長・役員、学長等クラス 157 39.4% 41.1%
部・室・グループ長、教授クラス 164 41.2% 42.5%
主任研究員、准教授クラス 40 10.1% 8.6%
研究員、助教クラス 5 1.3% 1.2%
その他 32 8.0% 6.5%
業務内容 主に研究(教育研究) 34 8.5% 8.4%
主にマネージメント 209 52.5% 51.6%
研究(教育研究)とマネージメントが半々 111 27.9% 27.8%
その他 44 11.1% 12.1%
雇用形態 任期あり 139 35.0% 34.1%
任期なし 258 65.0% 65.9%
所属機関区分 大学 103 25.9% 25.5%
公的研究機関 17 4.3% 2.6%
民間企業等 278 69.8% 72.0%
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5-5  集計方法と分析方法 
5-5-1  集計方法について 




順位を問う質問では、1位は 30/3、2位は 20/3、3位は 10/3で重みづけを行うことで指数を求めた。全ての
回答者が、ある項目について 1 位を選択すると 10 ポイントとなる。 
 














NISTEP定点調査には 6点尺度の質問が 60問ある。そのうち 59問については、評価軸が「不充分～充分」
や「消極的～積極的」というように左右対称であり、かつマイナスの評価を左側に、プラスの評価を右側に置い
ている(左右対称軸質問)。59 問の中で、51 問は「不充分～充分」という評価軸を持つ。 
左右対称軸質問における指数分布を図表 2-13 に示す。指数頻度のピークは、指数が 3.0 以上～3.5 未満
の範囲に表れている。また、回答の 90％以上で、指数の値が 5未満となっている。この指数分布は、第 3期科























図表 2-14 に報告書中における指数の表示方法をまとめる。 









































































































5-5-3  各属性における回答の変化について 
各属性における回答の変化を調べる際は、NISTEP定点調査 2011から NISTEP定点調査 2013にかけての








   CBAAC   意見の変更の偏り度合 
   CBACA   意見を変更した回答者の割合 
ここで、Cは評価を上げた回答者数、 Bは評価を変えなかった回答者数、 Aは評価を下げた回答者数である。
以下に、それぞれの指標の特徴および変化があったと見なす閾値を示す。 
図表 2-15 各属性における回答の変化を分析する際に用いた指標(変化指標) 








































NISTEP 定点調査の質問項目を 1)研究人材、2)研究環境、3)産学官連携、4)基礎研究の 4 つに分類する。
それぞれの科学技術状況サブ指数は、NISTEP定点調査の質問から得られた指数の平均値で計算する。例え
ば、研究人材状況指数は、NISTEP 定点調査における人材についての 14 の質問の指数の平均値から得られ











5-5-5  イノベーション政策状況指数 
我が国のイノベーション政策についての回答者の認識の変化を総合的にあらわす指数として、イノベーショ
ン政策状況指数を導入した(指数の体系については p. 6 参照)。 
イノベーション政策状況指数は、NISTEP 定点調査の質問の中で、重要課題の達成に向けた推進体制構築
の状況についての 5 つの質問、科学技術イノベーションに関する新たなシステムの構築の状況についての 6
つの質問をあわせた、合計 11 の質問の指数の平均値から得られる。イノベーション政策状況指数の最小値は








この順位ロジット分析において、説明変数の係数が 0 であるという帰無仮説が有意水準 5％で棄却された場
合、属性による差があると考えた。 
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6  NISTEP 定点調査 2011 と NISTEP 定点調査 2013 の比較一覧 
ここでは、NISTEP 定点調査の質問票のパートごとに、各質問について 3 つの変化指標の変化の有無をまと
める。各質問について、指数変化、意見の変更の偏り度合（意見変化偏り）、意見を変更した回答者の割合
（意見変更割合）に変化があった場合、各セルを色づけしている。 
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